
目黒区の実施している 
介護・福祉人材確保 
定着・育成事業 
目黒区 健康福祉部 高齢福祉課 



１．背景 
（１）目黒区内の特別養護老人ホーム 

施設名 種別 特養定員 開設年度 

特別養護老人ホーム中目黒 区立（指定管理） ４４ 平成２年５月７日 

特別養護老人ホーム東が丘 区立（指定管理） １００ 平成７年４月２８日 

特別養護老人ホーム東山 区立（指定管理） １３０ 平成１２年４月１日 

清徳苑 民間 ９０ 昭和６０年３月１日 

駒場苑 民間 ５５ 平成元年１２月１日 

青葉台さくら苑 民間 ９７ 平成１０年４月１日 
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○特別養護老人ホームの深刻な介護人材不足 

・平成２７年２月における区内特養ホームの介護職員離職率は、区立特養ホー
ムが１３．７５％、民間特養ホームが２０．７５％。 

・平成２７年度は介護人材の確保が厳しい状況にあり、施設での行事をとりや
めたり、会議や研修を中止するなど施設運営にも影響を与えていた。 

・これらの施設長会での訴えを受け、平成２８年度から区は、特別養護老人
ホームの介護人材確保事業を決定し、介護事業者を支援することとした。 

○介護人材確保にあたってどんな支援が必要か？ 

・介護人材確保が厳しい状況（区と施設長会が検討） 

  目黒区内の高い家賃（８～９万） 

  縦に細長い施設（各フロアの人員確保が厳しい） 

１．背景 
（２）事業実施のきっかけ 
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２．平成２８年度の介護人材確保・定着事業 

介護職員の人材確保が厳しい民間特別養護老人ホームに対して、介護職員宿舎借り 

上げ補助など介護人材の確保・定着を、次の３点により支援した。 

（１）運営事業者への介護職員宿舎借り上げ補助 
 

・介護人材の確保・定着が厳しい民間特養ホーム（３施設）の運営事業者に対し、介護職
員宿舎借り上げ補助を実施する。 

 

・施設から半径４km以内（徒歩で１時間以内を想定）に職員の住宅を借り上げることで、
災害緊急時対策を強化する。 

   ・対象経費 事業者が負担する当該住宅の家賃 

          ・補助額  月額 ５０，０００円 × ４５人 × １２ヶ月 

          ・対象者  ①採用後、５年以内の常勤介護従事者 

                   ②新規採用者（常勤の介護従事者） 
 

２８年度の実績は、２施設１２人、補助総額は５５０万円である。なお、１３人のうち、７人は、
２８年度宿舎借り上げ補助を受け、採用となったものである。 
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（２）相談会の実施 

   平成２８年６月４日に区内特養、 

グループホームが１０法人が参加し、 

２８人が来場し３名の採用に至った。 

 

 

（３）特養介護職員の研修参加に伴う代替職員確保支援補助 

   ・民間特養ホームの介護職員が、知識の習得や技術の向上のための研修を十分
に受けることができるように、研修参加にかかる代替職員の確保について支援す
る。 

   ・平成２８年度の実績はなし。 
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３．平成２９年度の介護人材確保・定着事業 

（１）運営事業者への介護職員宿舎借り上げ補助 

平成２９年度実績見込 

月額５０，０００円 × １１人 × １２ヶ月 

＋  ５０，０００円 ×  ２人 × １０か月  =  ７，６００，０００円 

（２）特養介護職員の研修参加に伴う代替職員確保支援補助 

 ・平成２９年度の実績はなし。 
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（３）人材採用相談会の開催                     ※写真は平成２９年１１月１１日のもの。 

 名称 実施日時 実施内容 
参加 

法人数 
来場者数 採用者数 

目黒区 

介護人材 

採用相談会 

平成２９年 

６月３日（土） 

・介護入門講座 

・介護施設職員 

 体験談発表 

・ブースごとの相談 

１１ 

４４名 

（男性１５名 

女性２９名） 
５名 

めぐろ福祉 

しごと相談会 

平成２９年 

１１月１１日（土） 

・介護入門講座 

・介護施設職員 

 インタビュー 

・ブースごとの相談 

１７ 

６０名 

（男性２２名 

女性３８名） 
４名 



４．平成２８年度、平成２９年度の実施を振り返って 

（１）ハローワークとの連携が重要 
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ハロー
ワーク 

市区町村 事業者 

（２）介護に関心がある方を採用に繋げる 

東京都福祉人材センター 

介護労働安定センター 
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５．平成３０年度に 
おける介護・福祉人材 
確保・育成事業 



６．最後に 
区は、介護事業者にどんな支援ができるのか？ 

補助金支出だけじゃない。 

事業者が抱える課題を把握し、 

解決していくための支援が必要。 
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